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神奈川県南支部・年末一時金で企業要請！

各社厳しさを強調するも要請の趣旨は理解 
 神奈川県南支部は、年末一時金闘争の山場を迎え

た 11 月２日に一時金の回答促進と早期決着などを

求める企業要請行動を実施し、齋藤健人副委員長や

大島信雄書記長をはじめ、支部と分会の役員８名が

終日の行動に参加しました。 

この日は日程調整ができずに残念ながら訪問で

きない企業もありましたが、川崎市内のトラック・

バス会社６社と横浜・相模原・三浦市内のトラッ

ク・バス会社３社の計８社に対し２班に分かれての

行動となりました。               要請書を経営側に手渡す斎藤副委員長 

 神奈川県南支部が毎年の春闘と夏季・年末一時金闘争に合わせて実施する企業要請

行動は、すっかり定着していて経営側も一部の企業をのぞいては真摯な対応が行われ、

組合側がつぎの訪問企業の時間を気にするほど熱心に話し込む経営者もいます。 

荷主･元請けとの取引関係改善には程遠い現状 
この日の行動で、経営側から話された内容の多くは、人手不足が深刻なこと、労働

者の長時間労働是正が思うように進まないこと。しかし、大幅一時金アップや賃上げ、

労働時間の短縮で若い労働力を確保するような経営状況にはないことなどです。 

その背景にあるのは、国交省や厚労省が荷主と下請企業との取引環境改善や運転労

働者の長時間労働改善に向けた施策をすすめていると言っても、現場では荷主・元請

けによる運賃抑制をはじめとする荷主都合の取引が横行していて経営･労働環境の改

善にはほど遠い現状があるということでした。 

建交労トラック大運動への積極参加を訴える 

要請をおこなった組合側は、経営側の話に理解を示しながら、運輸業界が抱える荷

主･元請けと下請実運送事業者との不公正な取引関係を改善する根本的な対策が求め

られていること、それは労使相互の共通認識になっていることを確認しました。 

そのうえで組合側は、トラック産業が抱え

る現状を打開するために建交労のトラック労

使で構成する建交労中央運輸労使協議会が経

営環境改善と労働条件改善を一体的に追求す

る「労使の共同によるトラック大運動」への

理解と積極的な協力・参加を各企業に呼びか

けて要請を終了しました。 

県南支部はこの日の行動を、「11.8中央行動

首都圏トラック協議会が実施した運輸局交渉 の国交省と厚労省への要請に活かします。 

http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=435395&sw=%E3%80%8C%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E5%93%A1a%E3%80%8D20
http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=545919&sw=%E3%80%90%E7%94%B7%E5%A5%B3GS%E3%80%91%E6%AD%A3%E9%9D%A2_%E3%81%8A%E3%83%BC2


 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

   

  
 

   

   

 


